
 
 

鳥取県民泊適正運営要綱 
                           
（目的） 

第１条 この要綱は、届出民泊に関し総合的な指導を行うことにより、住宅宿泊事業法（平

成２９年法律第６５号）に基づく住宅宿泊事業の適正な運営を確保することを目的とす

る。 

 

（基本方針） 

第２条 住宅宿泊事業の適正な運営の確保に当たっては、次に掲げる方針に基づくものと

する。 

（１）農山漁村体験等地域の自然・伝統等を体験できる届出民泊を推進し、観光客の誘致

及び地域の活性化を図ること。 

（２）県民及び宿泊者の安心、安全の観点から、周辺地域の生活環境に対する悪影響の防

止及び宿泊者の安全・衛生の確保等を図ること。 

（３）上記（１）及び（２）について、民泊の区分に応じて推進と規制の調和を図ること。 

 

（定義） 
第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 
（１）住宅宿泊事業者 
   住宅宿泊事業法第３条に基づく届出（以下「届出」という。）をした者をいう。 
（２）民泊 
   住宅（戸建住宅、共同住宅等）の全部又は一部を活用して、料金を受けて提供する

宿泊サービスをいう。  
（３）民泊実施予定者 
   届出をしようとする者をいう。 
（４）届出民泊 

 届出をした民泊をいう。 

（５）簡易宿所営業 

旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条第３項に規定する簡易宿所営業をい

う。 

（６）農山漁村交流型民泊 

農山漁村体験等地域の自然・伝統・文化・歴史等の体験メニューを提供する届出民

泊であって、住宅宿泊事業者が届出に係る住宅（以下「届出住宅」という。）を自己

の生活の本拠として使用しており、宿泊者と交流を行うものをいう。 

（７）一般民泊 

 農山漁村交流型民泊以外の届出民泊をいう。 
（８）家主不在型民泊 

一般民泊のうち、次のいずれかに該当するものをいう。 
ア 住宅宿泊事業者が届出住宅を自己の生活の本拠として使用していないもの。 
イ 届出住宅に人を宿泊させる間、住宅宿泊事業者が不在（日常生活を営む上で通常

行われる行為に要する時間の範囲内のものを除く。）となるもの。 

 

（ガイドラインの設定） 

第４条 住宅宿泊事業の適正な運営を確保するため、次に掲げる事項について、住宅宿泊

事業者が遵守すべきと認められるガイドライン（指針）を定めるものとする。 

（１）住宅宿泊事業に係る事前確認 

（２）簡易宿所営業の許可取得 

（３）事業実施区域、実施期間 

（４）周辺住民への事前説明 



 
（５）宿泊者の衛生の確保 

（６）宿泊者の安全の確保 

（７）外国人観光旅客である宿泊者の快適性及び利便性の確保 

（８）宿泊者名簿の備付け 

（９）周辺住民の生活環境への悪影響の防止に関し必要な事項 

（10）周辺地域の住民からの苦情等への対応 

（11）標識の掲示 

（12）知事への定期報告 

 

（住宅宿泊事業に係る事前確認） 

第５条 総合事務所長は、民泊実施予定者に、届出の前に、届出に必要な書類等について、

民泊事業事前確認申出書（様式第１号）により総合事務所長の確認を受けることを求

め、ガイドラインの内容に適合していない事項その他必要と認める事項について改善

を求めるものとする。 

２ 総合事務所長は、民泊実施予定者から前項の規定による民泊事業確認申出書の提出を

受けた場合においては、その情報を当該民泊実施予定者が届出をしようとする住宅の

所在地を管轄する市町村と共有し、連携して確認を行うものとする。 

 

（届出内容等の確認） 

第６条 総合事務所長は、前条の事前確認が終了した者から届出があったときは、当該事

前確認時の届出内容及び添付書類に相違ないことを確認するものとする。 

２ 前項の確認を終了したときは、速やかに届出をした者に届出番号を通知し、及び標識

を発行するものとする。 

 

（事業者の公表） 

第７条 総合事務所長は、届出を受理したときは、速やかに住宅宿泊事業者の届出番号及

び住所を県のホームページ等で公表するものとする。 

 

（立入検査等） 

第８条 総合事務所長は、届出を受理したときは、速やかに届出住宅において住宅宿泊事

業法第１７条第１項に基づく立入検査（以下「立入検査」という。）を行うものとする。 

２ 前項の立入検査のほか、家主不在型民泊に対しては、原則として年２回立入検査を行

うものとする。 

３ 届出を行っていない違法な民泊を把握するため、定期的にインターネット上の情報を

点検するものとする。 

 

（専用相談窓口の設置） 

第９条 住宅宿泊事業に係る相談及び苦情に対応するための窓口を、各総合事務所に設置

するものとする。 

 

（農山漁村交流型民泊の支援） 

第10条 農山漁村交流型民泊の推進を図るため、前条に規定する専用相談窓口において、

届出に係る各法令手続について一元的な指導、助言等を行うものとする。 

 

（適正な民泊の普及啓発） 

第 11条 適正に運営される民泊の普及を図るため、旅館業法、住宅宿泊事業法その他関

係法令（建築基準法、食品衛生法、消防法等）を取りまとめた手引きを作成するととも

に、住宅宿泊事業者、民泊実施予定者等を対象とした説明会を開催するものとする。 

 

（条例による実施制限） 

第 12条 住宅宿泊事業による生活環境への悪影響が顕在化した場合においては、住宅宿



 
泊事業法第１８条の規定に基づく条例による住宅宿泊事業の実施の制限の検討を行う

ものとする。 

 

（市町村との連携） 

第 13条 県と市町村は、連携・協力して住宅宿泊事業の適正な運営の確保を図るものと

し、市町村は、そのために必要な事項について随時、意見を述べることができるものと

する。 

 

（適用範囲） 

第 14条 この要綱は、鳥取市保健所が管轄する区域（鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町

及び八頭町）には適用しない。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年５月２５日から施行する。 

（経過措置） 

２ 総合事務所長は、この要綱の施行の際現に届出をしている者については、第５条の規

定にかかわらず、この要綱の施行後速やかに当該届出に係る民泊事業事前確認申出書を

提出するよう求めるものとする。 

３ 前項の規定による民泊事業事前確認申出書の提出があったときは、第６条第１項の規

定にかかわらず、当該民泊事業事前確認申出書と届出の内容及び添付書類に相違ないこ

とを確認するとともに、ガイドラインの内容に適合していない事項その他必要と認める

事項について改善を求めるものとする。 

４ 前項の規定による確認を終了したときは、速やかに届出をした者に届出番号を通知し、

及び標識を発行するものとする。ただし、この要綱の施行の日前に届出番号の通知及び

標識の発行を受けた者に対しては、この限りでない。 

５ 平成３０年６月１４日までの間は、第３条第５号中「第２条第３項」とあるのは、「第

２条第４項」と読み替えるものとする。 

 

 



様式第１号 （第５条関係） 

民泊事業事前確認申出書 

                          年  月  日 

                 様 

               届出者 住    所 

商号又は名称 

氏    名                印 

（法人である場合においては、代表者の氏名）  

 

講じる措置 具体的措置の状況等 

１ 簡易宿所営業の許可取得 □検討中（状況：                ） 

□取得しない（理由：              ） 

２ 事業実施区域、実施期間  

届出民泊の管理運営方法区分表 

（別紙様式１）の提出 

□有  □無 

３ 周辺住民への事前説明  

(1)  届出前の周辺住民等への説明記録の 
作成 

□有  □無 

(2) [家主不在型一般民泊の場合] 
実施結果記録（別紙様式２）の提出 

□有  □無 

４ 宿泊者の衛生の確保  
(1)  居室の床面積 (1)居室の床面積：    ㎡  

(2)宿泊定員：         人 

(3)(1)/(2)：      ㎡／人 

(2)  定期的な清掃、換気 □毎日  □宿泊者が入れ替わる毎 

□その他（頻度：                ） 

□無 

(3)  寝具のシーツ、カバー等の交換 □毎日  □宿泊者が入れ替わる毎 

□その他（頻度：                ） 

□無 

(4)  感染症発生時の措置 (1)通報責任者：（                ） 

(2)通報先：（                  ） 

(5)  公衆衛生上の問題発生時の通報 (1)通報責任者：（                ） 

(2)通報先：（                  ） 

(6)  循環式浴槽、加湿器の管理 □有（管理方法：                ） 

□無 

(7)  衛生管理に関する講習会の受講 (1)受講講習会名：（               ） 



(2)受講日：（  年  月  日） 

(8)  その他規模・実態に応じた措置 (自由記載) 

 

５ 宿泊者の安全の確保  

(1)  非常用照明器具等の安全措置  

    住宅宿泊事業法の安全措置に関する区

分表（別紙様式３）の提出 

□有  □無 

(2)  避難経路の表示及び避難場所等に関す

る情報提供 
(1)避難経路の表示： □有  □無 

(2)避難場所：（                  ） 

(3)  管轄する消防署等への確認 (1)確認日：（   年  月  日） 

(2)消防署名：（             ）  

(4)  火災保険や第三者に対する賠償責任保険

等への加入 
(1)火災保険 保険会社名：（           ） 

(2)賠償責任保険 

 保険会社名：（                ） 

  保険内容：（                 ）          

６ 外国人観光旅客である宿泊者の快適性及

び利便性の確保 
 

(1)  外国人宿泊者への説明  

ア 届出住宅の設備の使用方法 □有  □無 

イ 交通機関に関する情報 □有  □無 

ウ 災害発生時の通報連絡先 □有  □無 

(2)  上記（１）の実施方法 (1)説明方法：（                 ）    

(2)対応言語：（                 ） 

７ 宿泊者名簿の備付け  

(1)  宿泊者名簿の保存 (1)保存方法：（                 ） 

(2)保存期間：（                 ） 

(2)  宿泊者名簿の備付け (1)備付場所：（                 ） 

(2)記載内容：（                 ） 

(3)  本人確認の方法 □対面  □ＩＣＴ  □その他（        ） 

(4)  長期滞在者の確認 確認方法：（                  ） 

(5)  [宿泊契約が７日以上の場合] 
  定期的な面会  

□有  □無 

(6)  警察官からの閲覧請求への協力 □有  □無 

８ 周辺住民の生活環境への悪影響への防止 

に関し必要な事項 
 

(1)  宿泊者への説明  

ア 騒音防止のために配慮すべき事項 説明事項：（                  ） 

イ ごみの処理に関し配慮すべき事項 説明事項：（                  ） 



ウ 火災防止のために配慮すべき事項 説明事項：（                  ） 

(2)  ごみの処理 (1)処理責任者：（              ） 

(2)処理方法：（               ） 

９ 周辺地域の住民からの苦情等への対応  

(1)  常時（深夜早朝を含む）の対応 □有  □無 

(2)  宿泊者が滞在していない間の対応 □有  □無 

(3)  誠実な対応への配慮  配慮内容：（                   ）    

(4)  注意による改善がなされない場合の対 

  応 
対応内容：（                   ） 

(5)  緊急の対応を要する場合の対応 対応内容：（                   ） 

(6)  苦情及び問合せの対応状況等の記録、

保存 
(1)記録方法：（                 ） 

(2)保存方法：（                 ） 

10 標識の掲示  

(1)  標識の掲示位置 掲示場所：（                  ） 

(2)  [共同住宅の場合] 
公衆が認識しやすい簡素な標識の掲示 
[分譲マンションの場合] 
標識の掲示場所等について事前に管理

組合と相談 

 

掲示場所：（                  ） 

 

相談：□有 □無 

11 知事への定期報告  

(1)  報告方法 □民泊制度運営システム  □書面 

(2)  住宅宿泊管理業者に委託する場合の対

応 
対応内容：（                   ） 

 



別紙様式１

第１
要件

家主居住の
有無

第２
要件

農山漁村交流
の有無

□【農山漁村交流型】
　次の項目のすべてに該
当するもの
　○農山漁村体験等地域
　　の自然・伝統・文化
　　・歴史等の体験メニ
　　ューを提供するもの
　[体験メニュー計画]
　　　・
　　　・
　　　・
　　　・

　○家主が宿泊者と交流
　　を行うもの

□【一般型】

　○農山漁村交流型
　　以外の民泊

□農山漁村交流型民泊
□一般民泊
　（家主居住型）

住居専用地域

学校等周辺

その他

事業
実施
可能
日数

１８０日以内

１８０日以内 １８０日以内

平日以外

民泊タイプ

届出民泊の管理運営方法区分表

□【家主居住型】
　○届出住宅を自己の生活の本拠として使用して
　　いるもの
　　（届出住宅に人を宿泊させる間、不在（※）
　　　とならない）

　　　※日常生活を営む上で通常行われる行為に要する
　　　　　時間（１～２時間以内）の不在を除く。

□【家主不在型】
　次の項目のいずれ
かに該当するもの
　○届出住宅を自己
　　の生活の本拠と
　　して使用してい
　　ないもの
　○届出住宅に人を
　　宿泊させる間、
　　不在（※）とな
　　るもの

□一般民泊
　（家主不在型）



  別紙様式２   

事前周知内容記録票 

【届 出 者】  住    所 
商号又は名称 
氏     名 
（法人である場合においては、代表者の氏名） 

 

【届出住宅】   所在地 
住宅の建て方：□一戸建ての住宅  □長屋 □共同住宅  □ 寄宿舎 

 
１ 周知方法  □個別説明     □理事会等で説明   □その他（           ） 
２ 説明内容 □届出住宅の所在地 □届出者の氏名（法人の場合は、名称及び代表者名） 

 □届出者の連絡先（電話番号） □事業開始日 □営業部屋数及び宿泊者定員 
 □営業日数等（□平日・平日以外の営業 □年間予定日数） 
 □宿泊者の本人確認方法 □宿泊者に対して行う説明の内容  
□届出住宅の管理者（□届出者 □住宅宿泊管理業者）  
□住宅宿泊管理業者の氏名（法人の場合は、名称及び代表者名）、登録番号及び連絡先  
※説明に使用した資料を添付してください。 

３ 事前周知先への周知状況 

（１） 事前周知を行った周辺住民等（名称又は部屋名） 

日時 周知先 日時 周知先 

    
    

    

    
    

（２）申し出のあった意見の内容 

No. 申し出のあった意見 対応状況等 備考 
    

    

    

    

    

   ※この記録票は届出住宅で保管してください。なお、一般民泊（家主不在型）タイプは事前確認

時に、提出してください。 



A-1 A-2 B-1 B-2

□

□

□

□

① □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

※１　届出住宅に家主が居住しており、不在（法第１１条第１項第２号の一時的なものは除く。）とならない場合

別紙様式３

住宅宿泊事業法の安全措置に関するチェックリスト

届
出
住
宅
の

条
件
等

A)　一戸建ての住宅、長屋

建て方について

1) 家主同居※1で宿泊室の床面積が50㎡以下

規模等について

2) 上記以外

B) 共同住宅、寄宿舎
1) 家主同居※1で宿泊室の床面積が50㎡以下

2) 上記以外

上記の条件による分類に応じて、下記の安全措置（①～⑦）をチェック

告示第一（非常用照明器具）

非常用照明器具が設置されている

告示第二第一号（防火の区画等）

②

複数グループが複数の宿泊室に宿泊しない

複数グループが複数の宿泊室に宿泊する場合、防火の区画又は警報設備等が設置され
ている

告示第二第二号イ

③
２階以上の各階における宿泊室の床面積の合計が100㎡以下

上記以外の場合で、当該階から避難階又は地上に通ずる２以上の直通階段を設けている

各階における宿泊者使用部分の床面積の合計が200㎡（地下の階にあっては100㎡）以下

上記以外の場合で、３室以下の専用の廊下である　　（対象階：　　　　　　　）

告示第二第二号ロ

宿泊者使用部分の床面積の合計が200㎡未満

上記以外の場合で、届出住宅が耐火建築物、準耐火建築物等である

上記以外の場合で、宿泊者使用部分の居室及び当該居室から地上に通ずる部分の内装
仕上げが、建築基準法施行令第128条の５第1項に規定されているとおりに不燃化され
ている

④
安
全
の
措
置

⑥
２階における宿泊者使用部分の床面積の合計が300㎡未満

上記以外の場合で、届出住宅が準耐火建築物である

告示第二第二号ホ

上記以外の場合で、階の廊下(３室以下の専用のものを除く)の幅が、両側に居室があ
る廊下にあっては1.6m以上、その他の廊下にあっては1.2m以上である(対象階：   )

⑤

告示第二第二号二

告示第二第二号ハ

⑦
宿泊者使用部分が３階以上の階に設けられていない

上記以外の場合で、届出住宅が耐火建築物である


